
京都府地球温暖化対策推進計画(中間案)に対する府民意見募集結果

１　意見の募集期間　令和4年12月19日（月）～令和5年1月9日（月）まで

２　意見募集の結果　　20人・団体　　　79件

３　御意見の要旨及びそれに対する京都府の考え方

No 項目 御意見の要旨 京都府の考え方

1 全体

2050年という近未来の目標がカーボン
ニュートラルであるならば、技術、経
済、文化、生活、価値観等の大きな変化
を考慮して、将来の目標とするカーボン
ニュートラルの世界の姿を具体的にデザ
インする姿勢が必要ではないか。

御意見を踏まえ、府民がカーボンニュートラルな未来を想像し、自身のとるべき行
動について考え、また、その内容を家族や身近な人と話し合うこと等を促すような
施策の実施に努めます。

2 全体

化石資源に依存しない脱炭素社会の必要
性やメリットを明記した上で、再エネ普
及等による地域内での経済的な循環を構
築することが、持続可能で魅力的な京都
の実現が可能になることを明記すること
が望ましい。

御意見のとおり、地域資源を活用した地域における再生可能エネルギーの導入は、
脱炭素社会の実現に向けた貢献に加え、地域雇用の創出や地域内経済循環による経
済活性化、さらに災害時のエネルギー確保によるレジリエンスの強化といった社会
的な効用も生み出します。こうした趣旨及び実現にかかる施策については、合わせ
て中間案の意見募集を実施した「京都府再生可能エネルギーの導入等促進プラン
（第２期）」に明記しています。

3 全体

税財政のグリーン化を行い、基礎自治体
における「脱炭素まちづくり」の推進、
既存の省エネ技術の導入や選択、再生可
能エネルギー普及が推進される仕組みを
構築する必要がある。

「税制のグリーン化」については、現在国において二酸化炭素の排出量に応じ企業
などに負担を求める炭素税の導入が検討されており、こうした財源を地方自治体に
おける地域の実情に応じた脱炭素化施策等に活用できるよう国に対して要望してい
るところです。市町村とも連携しながら引き続き地域の「脱炭素まちづくり」を目
指してまいります。

4 全体

（p30）「目標達成のために実施すべき
取組」では、「推進、促進」とあるが、
「何をすべきか」を明記する必要があ
る。

「目標達成のために実施すべき取組」は、現状と課題等を踏まえた「加速すべき取
組の方向性」を整理したものになります。目標達成に向けた具体的な施策について
は、「（３）目標達成に向けた取組」において、９つの分野ごとに、本計画の基本
的な考え方や施策の推進に当たって着目すべき視点を踏まえ、明記しています。

5 数値目標

京都議定書をはじめとする地球環境保全
をリードする京都府として、高みの目標
を達成することは重要。2050年二酸化炭
素排出ゼロを目指すため、逆算して2030
年度目標を温室効果ガス排出量 60％削
減（基準年度：2013年度）とされたい。
現在のエネルギー資源の高騰からも、今
後は省エネルギー化と再生可能エネル
ギー導入は急速に進む情勢なので、達成
可能と考える。

今回の改定案では、目標年度の社会的、経済的将来予測を考慮し、国の計画を踏ま
えつつ、府が行うべき対策の削減効果を算定して、削減目標を再設定しましたが、
ご指摘のとおり、府として高みの目標を目指すことは重要であり、（2030年度46％
以上削減に捉われず）「より早い」削減目標の達成と「さらなる高み」を目指し
て、緩和策の取組を加速してまいります。

6 数値目標
バックキャスティングで具体的施策によ
る削減量を積み上げた実現可能性のある
計画にするべき。

削減目標については、中間案に記載のとおり、国・府による具体的施策による削減
効果の見込みを積み上げたものになっています。目標達成に向け、施策の着実な推
進を図ります。

7 数値目標

「これからの10年の取組が重要」と書か
れているが、スピード感を持ってシステ
ムチェンジしないといけないことを府民
に伝えるため、目標（2030年46％削減）
は前倒しで進めることが重要であると明
記願う。

8 数値目標

日本全国には鉄鋼業などGHG排出削減が
難しい部門を抱える自治体もあるため、
当該部門の少ない京都においては、早急
に大幅に削減を進める必要があり、少な
くとも2030年までに50％を目指すなど、
国よりも意欲的に目標を設定し、排出削
減をリードしていくことを希望。

9 数値目標

1.5℃目標達成のためには、カーボンバ
ジェットの考えに基づく目標設定が必要
で、京都議定書採択の地である京都であ
れば、60%以上の目標にすることが望ま
しい。

10 数値目標

京都議定書採択の地として、気候危機の
回避のため気温上昇を1.5℃未満に抑え
るという視点から、現行の国の目標に準
じるのではなく、府独自により高い目標
（60％以上）を設定していただきたい。

11 数値目標

1.5℃目標達成のためには、カーボンバ
ジェットの考えに基づく目標設定が必要
で、京都議定書採択の地である京都であ
れば、60%以上の目標にすることが望ま
しい。

12 数値目標

地球温暖化対策の推進は喫緊の課題であ
ることから、温室効果ガス排出量の削減
目標をより高い目標（46％以上削減）に
改め、推進することに賛同。一方で、
2020年度実績19.1％減（2013年度比）と
いう進捗度の評価がわかりにくく、新た
な目標である「46％以上削減」をどう捉
えて良いのか分かりにくい。

2020年度における2013年度比19.1％減という実績については、新型コロナウイルス
感染症の感染拡大の影響も受けており（在宅時間の増加に起因する家庭部門の増加
等により前年度比2.8%増）評価が難しいところですが、「46％以上削減」の実現は
容易ではなく、世代・組織・地域を越えたあらゆる主体と連携して、着実に歩みを
進めていく必要があると考えています。

13 事業活動

解決の容易でない気候変動問題につい
て、地域金融機関と連携し、中小企業を
も含めた“京都全体”で課題解決にチャ
レンジしていく施策は先進的な取組とし
て評価。このような取組を通じて、さら
に魅力と活力のある京都府の形成に期待
する。

御意見を踏まえ、引き続き地域金融機関等と連携しながら、地域の脱炭素化を通じ
た地域課題の解決に取り組んでまいります。

当面の目標である「2030年度46％以上削減（2013年度比）」については、前倒しし
て達成を目指すことが重要であると考えており、改定案では、「より早い」削減目
標の達成と「さらなる高み」を目指して取組を加速することを明記しています。
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14 事業活動
「目標達成のために実施すべき取組」で
は、「支援します」とあるが、どのよう
に支援するかを明記する必要がある。

支援の内容については、すでに方向性が固まっているものについては、計画内に概
要のみ明記していますが、制度の詳細（補助制度の内容等）等については省略して
います。また、本計画は2030年度までの推進計画であることから、支援内容が固
まっていないもの（検討中のもの）についても、計画内に明記しております。

15 事業活動

大規模事業者向けの計画書制度がこれま
で一定の成果を上げてきていることか
ら、目標削減率の強化は望ましい方向。
その上で、報告書により蓄積されている
データを活用することが望ましい。

データ活用については、御指摘を踏まえ、「同制度により蓄積されたデータを新た
な施策立案等に活用します。」と追加します。

16 事業活動

「環境配慮型経営の促進」とあるが、
「脱炭素経営の促進」と記載するのが望
ましい。その上で、企業・事業所の対策
を評価し、認証制度によって、入札・調
達の際の条件設定や税制優遇、民間融資
の際の優遇などの制度の創設が必要であ
る。

御意見のとおり「脱炭素経営の促進」に修正します。また、御意見いただいた脱炭
素に取組企業が優遇される仕組みについては、中間案に記載した地域脱炭素化コン
ソーシアム等において金融機関等とも連携しながら検討いたします。

17 事業活動

新型コロナウイルス感染拡大後、多くの
中小企業が経営に苦しんでいる事を配慮
した上で、業種・業態が異なる様々な企
業に合わせた省エネ改修等の支援が必
要。

御意見のとおり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の長期化やウクライナ情勢
に伴う原油価格・物価高騰などの影響を受けている府内中小事業者への省エネ改修
等の支援は重要な課題と考えており、令和４年度は補正予算等で小規模事業者など
が行う省エネ対策や経営効率化の取組への緊急支援を実施してきたところです。御
意見を踏まえ、引き続き省エネ改修支援等の充実を図ってまいります。

18 事業活動

公共施設の省エネ化、ZEB化を促進し、
多くの府民が来館することで省エネ設備
や環境に配慮した電力調達等を学んで欲
しい。

府では、令和３年12月に策定した「府庁の省エネ・創エネ実行プラン（第２期）」
に基づき、2050 年温室効果ガス排出量実質ゼロを見据え、今後予定する府有施設の
新築・建替・大規模改修においては、原則、ZEB化（ZEB Ready以上）を目指すこと
としています。本年度から開始した「京都府ZEBアドバイザー」制度も活用しなが
ら、府・市町村の公共施設等のZEB化を促進しているところですが、御意見も踏まえ
て、府民への周知・情報発信も含めて取り組んでまいります。

19 事業活動

下水処理施設において、汚泥の有効活用
とともに、敷地や屋根を利用した太陽光
パネルの設置、職員による節電の励行に
より、省エネ・地球温暖化対策に取り組
んでいただきたい。

府の一部の浄化センターでは、汚泥の消化により発生する消化ガスを活用した発電
設備や、屋上を利用した太陽光発電設備を導入していますが、御意見を踏まえて、
引き続き再生可能エネルギーの導入促進等に取り組んでまいります。

20 自動車交通

公用車のEV普及が進んでいない状況の
中、EV導入だけに捉われず、既存の公用
車の運用を効率化して脱炭素化を推進で
きる取組に賛同。着実に実行できる施策
から取り組むことで、脱炭素社会に向け
た取り組みを加速化していただくことを
期待。

御意見を踏まえ、引き続き運用効率化を通じた公用車の脱炭素化に取り組むととも
に、府内市町村等への波及に努めてまいります。

21 自動車交通

EV導入には、各家庭での太陽光パネルと
セットで普及促進することがユーザー
（府民）にとってわかりやすく、ディー
ラーと太陽光設置業者の提携を促進する
ことで自動車の買い替え時にEV車と太陽
光発電の普及ができるのではないか。

御意見を踏まえ、自動車販売店やハウスメーカー・太陽光発電設備施工会社等と連
携しながら、電気自動車と太陽光発電設備の導入促進に取り組んでまいります。

22 自動車交通

自動車購入予定者が販売員から自動車の
環境性能情報の適切な説明を受けること
は重要。公正な情報開示に加え、販売店
は「価格帯や使用目的、世帯数などの購
入予定者が求める車種」やエコカー減税
等を伝達することが重要。

環境性能の高い自動車の普及は、運輸部門の温室効果ガス排出量削減のためには重
要と考えており、京都府地球温暖化対策条例において、自動車販売事業者に、新車
を購入しようとする方への自動車環境情報の説明を義務づけています。また、前年
度において新車を100台以上販売した自動車販売事業者に対しては、自動車環境情報
の適切な説明を推進するエコカーマイスターを府が実施する講習会を修了した者か
ら選任することを義務付けており、いただいた御意見については、講習会の実施に
当たり参考とさせていただきます。

23 自動車交通

エコドライブの実績は地球温暖化対策だ
けでなく、安全運転、道路交通法遵守に
もつながり、府民やバス、タクシー、ト
ラック乗務員がエコドライブを実践する
ことが重要。デジタル技術を活用した渋
滞の回避、災害級の気象情報への対応、
最適な道順の選択等にも期待。

エコドライブの推進は、運輸部門の温室効果ガス排出量削減のためには重要と考え
ており、京都府地球温暖化対策条例において、50台以上の車両を自動車等を管理す
る事業者には、運転者がエコドライブを行うことを推進するエコドライブマイス
ターを府が実施する講習会を修了した者から選任することを義務付けています。い
ただいた御意見については、講習会の実施に当たり参考とさせていただきます。

24 自動車交通

沿岸域での取り組みの一つとして、藻場
の保全などのブルーカーボンの推進や水
素を動力にした大型船舶の航行が考えら
れる。船舶の温室効果ガスゼロへの取り
組みに期待。

御意見を参考に、藻場や干潟等による二酸化炭素の吸収・固定化や船舶の脱炭素化
に取り組んでまいります。

25 自動車交通
「交通渋滞」による環境負荷は大きく、
道路管理者及び公安委員会の責務・役割
を示すべきではないか。

交通渋滞の緩和・解消は運輸部門における温室効果ガス削減の課題の一つと考えて
おり、いただいた御意見は今後の施策検討の際の参考とさせていただきます。

26 自動車交通
「フードマイレージ」（〔食料総重量〕
t×〔輸送距離〕km）の概念を踏まえて
「地産地消」を推進すべきではないか。

食料の地産地消は運輸に係る温室効果ガスの排出削減に向けた重要な取組と考えて
おり、いただいた御意見は今後の施策検討の際の参考とさせていただきます。

27 自動車交通

国土交通省はモータブルシフトを利用す
る配送事業者への補助制度を設けている
が、今後はモータブルシフトとともに同
種同業のトラック輸送を行う事業所同士
が連携したムーブシェアの推進も必要。

物流や交通における交通手段の転換（モーダルシフト）や共同輸配送等の移動手段
の共有（ムーブシェア）の取組の推進は、運輸部門における温室効果ガス削減の重
要な対策と考えています。御意見を参考に引き続き業界団体等と連携しながら運輸
部門の脱炭素化を促進してまいります。
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28 自動車交通

近年、宅配ボックスの設置や宅配業者か
らの事前通知等の様々な再配達防止に向
けた取組がなされているが、府民一人々
が意識して対策することが重要。

宅配便の再配達削減に取り組み、物流の効率化を推進することは運輸部門における
温室効果ガス削減の重要な対策と考えています。御意見を参考に、府民への周知・
広報発信を実施してまいります。

29 自動車交通

人工林での計画的な植林、間伐、伐採を
行い、安定した国産材、とりわけ府内産
の木材の調整が必要だが、府内の人工林
を府内で活用することでウッドマイレー
ジを減らせば、トラックなどの交通機関
による温室効果ガスの削減に繋がる。

府内産木材の利用促進に向け、府では、京都府産木材認証制度や京都府地球温暖化
対策条例による建築物への府内産木材の利用促進、木材製品の普及・開発の支援制
度に加え、府施設における府内産木材の率先利用を行っています。御意見を踏ま
え、今後一層府内産木材の利用促進を図ってまいります。

30 建築物

地球温暖化対策においては創エネに注目
が集まっているが、省エネと両輪で進め
ることが重要。特に、ＺＥＢの普及につ
いては当面の課題であるが実績が少ない
ことから、専門家の派遣等の支援を是非
進めていただきたい。

御意見を踏まえ、引き続きZEBの普及に向けて専門家派遣等の総合的な支援に取り組
んでまいります。

31 建築物

建築物における木材利用を通じて、人工
林で植林、間伐、伐採を繰り返すことで
若い木が育ち、温室効果ガスの吸収に加
え、豪雨災害による倒木や山脈の表層な
だれの防止になり、豪雨、台風による被
害も少なくなる。

温暖化対策だけでなく、森林保全・災害対策の観点も含めて、府内産木材の利用促
進の取組を進めてまいります。

32 建築物

京都府庁の屋上緑化は今後も維持された
い。また、府営住宅・北山再整備等に当
たっても緑化計画を考えていただきた
い。

屋上緑化は地球温暖化対策のひとつとして、ヒートアイランド現象の緩和や都市環
境の改善が期待されています。 府では、このことを広く府民の皆さんに知っていた
だくための先導的モデルとして、府庁第2号館の屋上を緑化しております。御意見を
参考に、引き続き率先して緑化対策に取り組んでまいります。

33 家庭

タイトルに「家庭（電気機器、住宅を含
む）」とあるが、省エネ設備・再エネ設
備、住宅省エネ性能向上のことが記載さ
れていることから、「家庭（設備、構造
を含む）」等に変更してはどうか。

本分野における取組については、省エネ性能の高い家電へ買替等の電気機器に関す
る取組と（再エネ設備等の躯体以外も含む）住宅の脱炭素化に関する取組を記載し
ていることから、タイトルは「家庭（電気機器、住宅を含む）」といたします。

34 家庭

「家庭においてエネルギー消費量の多い
照明や家電製品からの温室効果ガスを削
減するため、省エネ効果の高い家電等
（LED 等の高効率照明、ヒートポンプ式
給湯器、潜熱回収型給湯器、家庭用燃料
電池等）への買替えを推進します。」と
括弧書きで省エネ設備の具体例も含めて
記載することで、広く府民へ浸透を図っ
てはどうか。

住宅における設備・電気機器の省エネ化については、御意見をいただいた照明・給
湯器・燃料電池等に加えて、テレビ・空調・冷蔵庫等の様々な家電設備が対象とな
るため、個別の設備等の記載は省略しますが、住宅の省エネ設備の導入について府
民へ浸透を図るよう、冊子等による啓発に取り組んでまいります。

35 家庭

住宅対策について、鳥取県と同程度の断
熱･気密性能の基準を設定して、その上
で、高断熱・高気密の住宅の建設が進む
ような支援の制度（工務店や建築主など
へ）が必要である。

住宅の断熱・気密性能の向上は、脱炭素化、暮らしの質の向上の観点から重要と考
えています。他府県の制度に加え、建築物省エネ法改正の動向（2025年度までに住
宅の省エネルギー基準への適合義務化が開始）も注視しながら施策を検討してまい
ります。

36 家庭
工務店や建築主に対する、高断熱・高気
密の住宅の建設を促進する支援の制度づ
くりが必要。

住宅の断熱・気密性能の向上による脱炭素化について、御意見のとおり工務店・建
築主に対する促進の取組は重要と考えています。府では、本年度、支援工務店の方
が建築主への説明に使えるパンフレット・ガイドブックの作成や、府民向けセミ
ナーの開催等の取組を行っていますが、引き続き取組を強化してまいります。

37 家庭
家庭部門の温室効果ガス削減に向けて、
省エネ機器の導入や省エネ型住宅への改
修等は重要である。

38 家庭

家庭部門の温室効果ガスの削減は、最大
の課題であり、計画の内容を参考に温室
効果ガス削減に向けて、考えていきた
い。

39 家庭

地球温暖化防止対策や環境問題に配慮し
て、新築のネット・ゼロ・エネルギーハ
ウスにお住まいの方、住む事を考えてい
る方が多くなれば家庭部門の温室効果ガ
ス排出量の削減、電力など水道光熱費の
削減になる。

家庭におけるエネルギー消費には住宅の断熱性能が深く関係しており、工務店等と
も連携しながらZEHの普及啓発を進めてまいります。

40 家庭

2020年度以降、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大の影響で在宅時間・オンラ
イン会議の増加等の新しい生活様式への
転換があったが、それにより、排出量が
どう推移したか、府民に報告いただきた
い。

2020年度の府内排出量の実績については、2013年度比19.1％減、前年度比2.8%増と
なっています。特に、家庭部門においては、御意見のとおり、新型コロナウイルス
感染症の感染拡大の影響等（在宅時間の増加等）により、増加しております。

41 家庭

家庭部門における温室効果ガスの削減を
進めるには、府民一人一人の行動変容が
必要であり、そのためには普及啓発が重
要。誰もが地球温暖化対策に興味、関心
を持ち、楽しく取り組めるよう絵文字、
ピクノグラフ等の工夫も必要。

御意見のとおり、家庭部門における温室効果ガスの削減を進めるためには、府民一
人ひとりの行動変容に向けた普及啓発が必要と考えております。御意見を参考に、
府民がカーボンニュートラルな未来を想像し、関心を持ってもらえるように工夫し
ながら普及啓発を行ってまいります。

家庭部門は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響等（在宅時間の増加等）
により排出量が増加しており、府としても特に対策が必要な分野と考えておりま
す。引き続き府民の皆さまの省エネ機器の導入や省エネ改修を促すべく、省エネ・
再エネ設備・機器の導入促進に向けた啓発や融資制度・補助制度を通じて、暮らし
の質の向上にもつながるエネルギー効率の高い住宅の普及に取り組んでまいりま
す。
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京都府地球温暖化対策推進計画(中間案)に対する府民意見募集結果

１　意見の募集期間　令和4年12月19日（月）～令和5年1月9日（月）まで

２　意見募集の結果　　20人・団体　　　79件

３　御意見の要旨及びそれに対する京都府の考え方

No 項目 御意見の要旨 京都府の考え方

42 家庭

自転車を積極的に利用することで、温室
効果ガスの削減になる。また、府民の持
続可能な公共交通機関（バス・鉄道等）
の維持とともに、地球温暖化対策として
の公共交通機関の利用を考えていく必要
がある。

公共交通の利用促進や自転車の活用は、温室効果ガス削減に加え、健康増進や混雑
緩和等にも貢献するものであり、府民への啓発等を進めてまいります。

43 家庭
高断熱・高気密の住宅の建設が進める工
務店や建築主等へ支援の制度が必要。

住宅の断熱・気密性能の向上による脱炭素化について、工務店・建築主に対する促
進の取組は重要と考えています。府では、工務店の方が建築主への説明に使えるパ
ンフレット・ガイドブックの作成や、府民向けセミナーの開催等の取組を行ってい
ますが、御意見を踏まえて引き続き取組を強化してまいります。

44
再生可能エネル

ギー

「地域の環境保全に配慮し、地域の経済
及び社会の持続的発展に資する再エネ事
業の推進を図るため、法に基づく環境配
慮基準を設定」されることに賛同。区域
設定に係る市町村への支援や促進区域の
設定及び事業化などのさらに具体的な取
組みの促進を期待。

いただいた御意見は今後の施策検討の際の参考とさせていただきます。

45
再生可能エネル

ギー

山林を切り崩して太陽光パネルを設置す
ると、CO2の吸収が減り、土砂災害の危
険性が増す。また、日照時間が短いとこ
ろに設置している例もある。このような
ことがないよう、府で太陽光パネルの設
置基準を設けるとともに、住民の承諾も
必要とするようにするべきである。

府では、地域共生型の再エネ事業の普及促進に取り組むこととし、再エネの導入拡
大に当たって、環境との調和を図るとともに、地域住民の理解を得ることを前提と
し、開発を伴う再エネ導入に当たり、森林法や砂防法等の関係法令のほか、京都府
土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例等に基づく安全対策や、環境アセ
スメント制度を通じた事前の影響予測及び対策等を開発行為者に求めているところ
です。
また、改正地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、市町村は再エネ導入に係
る「促進区域」を設定できることとされ、都道府県は当該区域の設定の考え方等の
基準を定めることができることから、今回の中間案において当該基準案を作成した
ところです。基準を定め、周辺の環境保全に対して配慮がなされるようにすること
で、地域との合意形成も円滑になり、ひいては地域共生型の再エネ導入につながる
ものと考えます。

46
再生可能エネル

ギー

2050年のカーボンニュートラルに向けて
は、電化はそれにより増える需要を脱炭
素化された電力で賄うことや水素はカー
ボンフリーで作ること等が重要であるた
め、「事業活動に伴うエネルギー消費の
あり方として、電化や水素化を進めると
ともに再生可能エネルギー需要の拡大を
図る必要があります。」とあるが、「事
業活動に伴うエネルギー消費のあり方と
して、 脱炭素化された電力による電化
や電化が困難な設備について使用する燃
料をカーボンニュートラルな燃料（水素
、合成メタン、バイオマス等）へ転換す
ることを進める とともに再生可能エネ
ルギー需要の拡大を図る必要がありま
す。」としてはどうか。

御意見のとおり、2050年カーボンニュートラル実現に向けては「脱炭素化された電
力」や「カーボンニュートラルな水素等」の活用が必須と考えますが、本計画期間
である2030年度までのカーボンニュートラルへの移行期においては、これらに限定
せずに電化及び水素化を進めていくことが将来のカーボンニュートラルの実現に向
けては重要と考えております。

47
再生可能エネル

ギー

市町村が意欲的に促進区域の選定を行お
うとする意識醸成が必要であり、府の基
準の中に、制度趣旨、区域指定に当たっ
ては導入ポテンシャルを考慮すること、
地元経済への貢献や農業・林業等との共
生への展開及び他地区での実施事例等を
盛り込むべきではないか。

御意見のとおり、市町村による促進区域の設定を促進することは府の役割の一つと
認識しています。改定案に明記のとおり、促進区域の候補となるエリアや想定され
る地域経済・社会の持続的発展の貢献の例示に加え、設定に当たっての市町村への
支援（セミナーの開催等）を継続的に実施してまいります。

48
再生可能エネル

ギー

これからの持続可能な農業を考えると農
地を活用したソーラーシェアリングの普
及は有効であり、農政部門とも連携して
普及促進に取り組まれたい。

49
再生可能エネル

ギー

持続可能な農業のためのソーラーシェア
リング設置を基礎自治体が推進できる支
援策が必要。また、地域資源を望ましい
形で活用するためには、「地域環境権」
を明記し、コミュニティ参加や市民・地
域協働発電所の設置を支援する仕組みが
必要。

50
再生可能エネル

ギー

持続可能な農業のためのソーラーシェア
リング設置を基礎自治体が推進できる支
援策が必要ではないか。

51
再生可能エネル

ギー

府内で再生可能エネルギーの最大限の導
入促進のためには、小規模の建築物への
太陽光発電設備設置の義務化を行う必要
がある。東京都の制度を参考にした上
で、府内の状況に合わせた制度設計を行
い、これまでの制度を強化することが望
ましい。

52
再生可能エネル

ギー

小規模の建築物への太陽光発電設備設置
の義務化をおこなう必要がある。東京都
の制度なども参考に、既存の制度の活用
も含め、府内の状況に合わせた制度設計
を行い、これまでの制度を強化された
い。

建築物の屋根は太陽光発電設備の導入ポテンシャルが大きく、（すでに京都府再生
可能エネルギーの導入等の促進に関する条例において導入が義務づけられている）
中規模以上の建築物のみならず、御意見のとおり小規模な建築物においても導入を
促していく必要があると考えております。令和３年度より、小規模建築物も含めて
建築士による建築主への説明義務制度を創設したところですが、引き続き建築士団
体等とも連携しながら、小規模建築物への再生可能エネルギーの導入促進を図って
まいります。

御意見を踏まえ、関連部局の連携のもと、ソーラーシェアリングの普及に取り組ん
でまいります。
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京都府地球温暖化対策推進計画(中間案)に対する府民意見募集結果

１　意見の募集期間　令和4年12月19日（月）～令和5年1月9日（月）まで

２　意見募集の結果　　20人・団体　　　79件

３　御意見の要旨及びそれに対する京都府の考え方

No 項目 御意見の要旨 京都府の考え方

53
再生可能エネル

ギー
風力発電は、低周波、異常振動、ヘリ等
との接触といった危険がある。

風力発電は、騒音等による生活環境への影響や生態系への影響等、事業実施に当た
り配慮すべき事項が多く存在し、今回の中間案で作成した促進区域の設定に関する
環境配慮基準（案）においても、そうした環境配慮事項ごとに配慮基準を示してお
ります。府としては、周辺の環境保全へ配慮し、地域の合意形成を図りつつ、地域
共生型の再エネ導入を促進してまいります。

54
廃棄物、環境物

品等

スーパーマーケット等では、エシカル消
費や食品ロス防止を呼びかけ、消費者の
意識改革･啓発活動につながっている。
過去には恵方巻きの大量ロス等もあった
が、数量限定・完全予約等の検討が必
要。

府内の食品ロス削減に向けては、事業者から消費者までの各主体が問題について認
識し、日常における食品ロス削減に向けた取組の実践、商慣習や過剰発注等の見直
し、未利用食品を廃棄することなく有効活用するための取組を行うことが重要と考
えております。令和４年３月に策定した「京都府食品ロス削減推進計画」に基づ
き、引き続き事業者･消費者と連携しながら取組の一層の充実を図ってまいります。

55
廃棄物、環境物

品等

レジ袋の有料化が府民の間でも浸透し、
スーパーマーケットなどで買い物をされ
る多くの方がマイバッグを持参するよう
になった。消費者による賢い選択・ごみ
を作らない購入を考えていきたい。

御意見のとおり、プラスチックの２Ｒ（リデュース、リユース）や循環利用を進め
る必要性が高まる中、令和２年７月からスタートしたレジ袋有料化の効果もあり、
マイバッグの持参が進んでいます。また、令和４年４月には、プラスチックに係る
資源循環の促進等に関する法律が施行され、従来、無償で配付されていた使い捨て
スプーンやフォーク等についても、提供事業者に対して使用の合理化（有償提供、
代替素材の利用など）が求められることとなり、府民のライフスタイルの変革が進
みつつあると考えています。府においても、令和３年１月に策定した「京都府プラ
スチックごみ削減実行計画」に基づき、事業者･消費者と連携し、取組の一層の充実
を図ってまいります。

56
廃棄物・環境物

品等
ワンウェイプラスチックの削減等につい
て、府民への啓発施策が不足している。

ワンウェイプラスチック製品の廃棄削減に向けては、令和３年１月に策定した「京
都府プラスチックごみ削減実行計画」に基づき、市町村や企業と連携し、マイバッ
グ・マイボトル等の利用促進に向けた取組を進めてまいりました。
いわゆるプラスチック新法が令和４年４月に施行されたタイミングでもあり、御指
摘を踏まえ、取組の一層の充実を図ってまいります。

57 森林吸収源
府内では様々なモデルフォレスト運動が
行われているが、こうした活動の広報発
信や財政支援が必要。

御意見のとおり、府内では次世代に豊かな森林を引き継ぐためのモデルフォレスト
運動が広く行われており、令和２年度時点で40箇所に広がっています。府では、こ
うしたモデルフォレスト運動を発展させるため、森林所有者や地域住民等が行う里
山林保全活動に対し、市町村と連携して活動経費を支援しています。府民参画・府
民協働により京都の森を守り育むため、こうした支援に加え、森林を守り育ててい
くことの重要性についての普及啓発、府民の主体的な森林づくりへの参画の促進を
図ってまいります。

58 森林吸収源

円安、原油高などの影響で輸入木材が高
騰し、調達が難しい今だからこそ、府内
産の木材に目を向け、地球温暖化対策に
応じた林業を考えることが重要。

府内産木材の利用促進に向け、府では、これまで京都府産木材認証制度や京都府地
球温暖化対策条例による建築物への府内産木材の利用促進、木材製品の普及・開発
の支援制度に加え、府施設における府内産木材の率先利用を行っています。御意見
を踏まえ、今後一層府内産木材の利用促進を図ってまいります。

59 横断的取組

子どもたちへの環境教育の充実に向け、
学校や地域社会、関係機関との連携を図
り、組織的・計画的な環境教育を充実さ
せ、学びと啓発を推進することに賛同。
具体的な推進事例を共有・展開され、連
携・ネットワークづくりが前進すること
を期待。

御意見は今後の施策検討の際の参考とさせていただきます。

60 横断的取組

分散型エネルギーのリソースとしては、
地域における再エネ･蓄電池･コージェネ
レーション等の組み合わせが重要である
ことから、分散型エネルギーリソースと
してコージェネレーションを追加いただ
きたい。

御意見を踏まえ、以下のとおり追記します。
・「再エネ設備、EV、コージェネレーション （燃料電池含む）等の分散型エネル
ギーシステム を有効活用する次世代技術（蓄電技術、バーチャルパワープラント
等）のインフラを整備します。」

61 横断的取組
府と市町村との連携・役割分担等につい
て明確化すべき。

62 横断的取組

府の役割としては、府全体で実施すべき
施策・対策と基礎自治体が担うべき対策
を明確にして、適切な分担をすることが
望ましい。さらに基礎自治体を支援、場
合によっては複数自治体を連携する対策
の仕組みを構築することが望ましい。

63 横断的取組
府が担うべき役割と基礎自治体が担うべ
き役割を明確にし、基礎自治体への支援
や複数自治体の連携の仕組みが必要。

御意見のとおり、地域の脱炭素化に向けては市町村との連携が不可欠と考えていま
す。連携のあり方・役割分担については、分野・施策によって異なりますので、各
分野・施策ごとに市町村との連携等について明記しています。
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京都府地球温暖化対策推進計画(中間案)に対する府民意見募集結果

１　意見の募集期間　令和4年12月19日（月）～令和5年1月9日（月）まで

２　意見募集の結果　　20人・団体　　　79件

３　御意見の要旨及びそれに対する京都府の考え方

No 項目 御意見の要旨 京都府の考え方

64 横断的取組

京都府地球温暖化防止推進センター等の
中間支援組織は、普及啓発活動にとどま
らない、基礎自治体の具体的な脱炭素化
支援を行う組織と位置付け、強化するこ
とが望ましい。また、府内事業者が化石
燃料に関わる事業から脱却していく際の
「公正な移行」に向けた支援制度も必
要。

65 横断的取組

京都府地球温暖化防止推進センター等の
中間支援組の機能を強化し、適応分野と
の連携、適応策の普及啓発も進めるべ
き。

66 横断的取組

京都府地球温暖化防止推進員の活躍を支
援できるよう、中部や北部にも支援する
組織が必要。中間支援組織を自治体と共
に具体的な脱炭素化支援を行う組織と位
置付け、強化してほしい。

67 横断的取組

「夏休み省エネチャレンジ」は、小学生
だけでなく家族･先生も関心を持ち、意
識するようになることで地球温暖化対策
に関わる人が増える取組。友達とお互い
の取組を話し合うことでさらに理解が深
まり、共感する力が芽生える、これが環
境教育の良さである。

引き続き、次代を担う環境人材の育成に取り組んでまいります。

68 横断的取組

「第13回KYOTO地球環境の殿堂・表彰
式」において、府内の高校生が登壇し、
多くの来場者の前で環境分野において世
界的に大きな功績をあげた表彰者（環境
分野を含む様々な学問の第一人者）に対
して考えを発表したが、今後、地球温暖
化の進行による社会問題を解決し、持続
可能な社会の一端を担うであろうと思う
高校生にとって将来を前向きに考える契
機となるであろう。今後もKYOTO地球環
境の殿堂に出席できるようしていただき
たい。

御意見いただいた「KYOTO地球環境の殿堂・表彰式」の場など、引き続き次代を担う
若者が環境問題について学び・考え・発信する機会を積極的に創出してまいりま
す。

69 横断的取組

計画の推進体制として、基礎自治体にお
いて活躍できる「脱炭素地域づくりサ
ポートチーム（仮称）」（育成・認証）
制度や、「気候市民会議」の開催支援と
いった基盤づくりを検討されたい。

府内のいくつかの市町村において、御意見いただいた市民会議を設置し、市民参画
による地球温暖化対策計画づくり等に取り組んでいるところですが、そうした事例
を府主催の市町村会議で共有する等、市町村の取組を支援してまいります。

70 適応策

分散型エネルギーのリソースとしては、
地域における再エネ･蓄電池･コージェネ
レーション等の組み合わせが重要。再エ
ネの効率的利用設備の例にコージェネ
レーションを追加するとともに、停電時
に活用できるリソースとして、コージェ
ネレーションを追加されたい。

御意見を踏まえ、停電時の活用について以下のとおり追記致します。（効率的利用
設備については、再エネの効率的利用が趣旨のため、蓄電池・EMSに限定いたしま
す）
・「停電時（災害時）における民間事業者設置の蓄電池やコージェネレーション等
の地域活用を推進します。 」

71 適応策
温暖化により「蚊」が媒介する伝染病の
発症リスクが高まることを追記願う。

「京都府における気候変動の影響」において、蚊の媒介による感染症の拡大リスク
（現状の影響と将来の影響）について明記しています。（p50）

72 適応策

気候変動は府内の伝統行事にも影響が及
んでいる。伝統行事の存続は、行事に参
加する担い手による伝統行事の継承や後
進の育成、伝統産業や文化的活動、観光
客や地元の買い物、見物客による地元の
経済効果にも影響が出る。伝統行事を続
ける上でも、地球温暖化防止対策につい
て考え、今後に備えたい。

御意見のとおり、気候変動による影響は府内の文化・伝統・観光分野にも影響を及
ぼしていることが、昨年度実施した京都気候変動適応センターによる調査（伝統・
工芸・寺社・庭園に携わる方々へのヒアリング等）で明らかになってきました。現
在、こうした影響の評価等も同センターで取り組んでいるところですが、今後、府
民の周知を進めるとともに、関係者と京都ならではの対策を実施してまいります。

73 適応策

地球温暖化の進行の影響で近年、夏場の
記録的な猛暑日が続き、熱中症の発症で
全国的に救急搬送される方が多くなって
いる。家族や職場の同僚に声掛けしなが
ら、こまめな水分補給やエアコンの適切
な利用等の予防的対策が大切。

御意見のとおり、近年、気候変動の影響もあり、熱中症による救急搬送人員、死亡
者数は全国的に高い水準で推移しています。特に、搬送者数の多い高齢者について
は、家族の方からの声かけやこまめな水分補給、エアコンの適切な利用を促すこと
が重要であり、府としては京都府薬剤師会や企業等と連携した取組を進めていると
ころですが、引き続き取組を強化してまいります。

74 進行管理

「5年後（2028年）の見直し」となると
2030年との関係では時間的に余裕がない
こと、「大きな変更」の捉え方が見えに
くいことから、例えば3年程度の短い経
過期間で見直しをおこなうことも必要で
はないか。

（今回の改定前の）計画策定年度から５年経過した2025年度を目途に見直しを予定
しています。

75 進行管理

随時、削減実績を評価し、課題認識や改
善活動につなげるPDCAサイクルによる自
治体脱炭素経営を指向すべきではない
か。

毎年度、削減実績・評価指標に加えて、各取組の削減効果についても可能な限り定
量的に試算し、分野ごと・施策ごとの課題整理・改善に繋げていくよう進行管理を
行ってまいります。

76 その他

節電要請中はイルミネーションを規制す
べきである。また、官公庁施設の空調に
関して、室温に基準値を設けるべきであ
る。

節電要請については、府民に対し省エネや脱炭素型の製品・行動を選択いただくよ
う呼びかけているところであり、府庁においても、暖房を使用する場合は室温が
19℃になるように設定するなど、率先して省エネ・節電行動を徹底するするととも
に、府内市町村や関係団体にも協力を呼びかけています。

京都府地球温暖化防止推進センターは、府民への啓発活動にとどまらず、御意見の
とおり、現に市町村の計画策定の支援等も行っているところであり、引き続き同セ
ンターをはじめとする中間支援組織と連携しながら地域の脱炭素化を進めてまいり
ます。また、脱炭素社会への移行には「公正な移行」が不可欠であることから、府
内の中小サプライヤーによる脱炭素ビジネスへの移行に向けて取組の支援等を図っ
てまいります。
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京都府地球温暖化対策推進計画(中間案)に対する府民意見募集結果

１　意見の募集期間　令和4年12月19日（月）～令和5年1月9日（月）まで

２　意見募集の結果　　20人・団体　　　79件

３　御意見の要旨及びそれに対する京都府の考え方

No 項目 御意見の要旨 京都府の考え方

77
別冊（環境配慮

基準）

風力発電事業の「促進区域に含めること
が適切でないと認められる区域」として
保安林、海岸保全区域、河川区域、公園
区域等が含まれているが、これまでの導
入実績、開発手続の規定が存在するこ
と、導入ポテンシャルが大きいことを踏
まえて、上記の区域を府の基準として一
律に除外するのではなく、市町村が考慮
すべき区域としていただきたい。

基準設定にあたっては、再エネ促進の観点から、市町村の裁量が最大限確保される
よう検討を進めてきたところですが、「促進区域に含めることが適切でないと認め
られる区域」については、各法令の許可基準等と整合を図り、太陽光発電又は風力
発電のための施設の設置が困難な区域として定めたものになります。

78
別冊（環境配慮

基準）

府の基準案では、促進区域に含めること
が適切でないと認められる区域として、
保安林、国立･国定公園特別地域などが
区分されている。一方、国の基準では、
当該区域は市町村が考慮すべき区域・事
項に位置付けられている。これらの扱い
が国の基準と異なるのはなぜか。特に、
保安林については風力発電ではすでに解
除実績もある。

都道府県基準は、都道府県において、地域の自然的・社会的条件に応じて環境保全
への適正な配慮が確保されるよう定めるものとされています。基準設定にあたって
は、再エネ促進の観点から、市町村の裁量が最大限確保されるよう検討を進めてき
たところですが、「促進区域に含めることが適切でないと認められる区域」につい
ては、各法令の許可基準等と整合を図り、太陽光発電又は風力発電のための施設の
設置が困難な区域として定めたものになります。
また、保安林は原則森林以外の用途に転用することはできず、太陽光発電又は風力
発電のための施設を設置しようとする場合、あらかじめ保安林の指定の解除が必要
であることから、「促進区域に含めることが適切でないと認められる区域」として
います。
なお、保安林の指定が解除された場合は「促進区域に含めることが適切でないと認
められる区域」には該当しません。

79
別冊（環境配慮

基準）

促進区域から除外された区域でも、環境
への影響を回避する対策が施されていれ
ば、事業化が可能であることを明記願
う。

御意見のとおり、促進区域外でも再エネ事業の実施は可能であり、正しい理解が進
むようホームページ等で制度の周知に努めてまいります。
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